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�愛媛県告示第１０９２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０９３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０９４号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成１９年６月１５日
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公営企業告示

○ 病院の業務に係る公金の収納の事務の委託……………………………６９１

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由 内 科 医療法人聖ベテスダ
会新居浜青洲病院 山 本 善 邦 新居浜市土橋二丁目２番２号 平成

１９年６月１日

〃 整 形 外 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 森 野 忠 夫 東温市志津川 〃

〃 〃 〃 渡 邊 誠 治 〃 〃

聴覚・平衡・音声・言語・そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 〃 宋 碩 柱 〃 〃

〃 〃 〃 能 田 淳 平 〃 〃

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

大 西 慶 生 医療法人綮愛会石川病院 四国中央市上分町７３２－１ 宇 和 島 社 会 保 険 病 院 宇和島市賀古町二丁目１番３７
号

平成１９年
４月１日

宮 内 勝 敏 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 西 条 中 央 病 院 西条市朔日市８０４番地 〃

毎週（火・金）曜日発行 第１８７０号 平成１９年６月１５日
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�愛媛県告示第１０９７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市松神子土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任
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�愛媛県告示第１０９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市堀江町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０９５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０９６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

聴覚・平衡・音声・言語又はそ
しゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 本 吉 和 美 東温市志津川 平成
１９年５月１８日

〃 〃 〃 藤 田 健 介 〃 〃

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

千葉薬局 新居浜市東田２丁目甲１８４１－１ 小川 昌子 平成１９年
６月１日

みのり薬局 西予市宇和町卯之町１丁目３７８ �西予ファーマシー 〃

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

社会福祉法人恩賜財団済生会西条病院 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 社会福祉法人恩賜財団済生会支部愛媛
県済生会

整形外科に関する
医療（育成医療・
更生医療）

平成１９年
６月１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９

〃 山 本 恵 松山市堀江町甲４９６－２

〃 畠 下 久 子 松山市堀江町甲１４７６－３

〃 田 村 健 司 松山市堀江町甲１５２５－３

〃 岡 部 豊 茂 新居浜市高田一丁目７－５７

〃 永 易 金 吾 新居浜市田の上一丁目１８－２２

〃 村 上 滋 新居浜市松神子二丁目３－２８

〃 佐々木 恒 一 新居浜市垣生四丁目７－１５

〃 伊 藤 覚 新居浜市垣生四丁目１４－１

〃 村 上 勝 利 新居浜市又野一丁目８－３９

〃 高 橋 繁 新居浜市松神子二丁目８－１９

監 事 岡 部 眞佐明 新居浜市垣生四丁目４－８

〃 岩 崎 靖 新居浜市田の上二丁目１１－４２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 永 易 義 光 新居浜市田の上一丁目１２－２１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 永 易 義 光 新居浜市田の上一丁目１２－２１

〃 岡 田 一 美 新居浜市田の上二丁目１４－８

〃 山 内 博 新居浜市田の上一丁目１７－２３

〃 村 上 滋 新居浜市松神子二丁目３－２８

〃 高 橋 繁 新居浜市松神子二丁目８－１９

〃 佐々木 恒 一 新居浜市垣生四丁目７－１５

〃 伊 藤 覚 新居浜市垣生四丁目１４－１

〃 村 上 勝 利 新居浜市又野一丁目８－３９

監 事 岡 部 眞佐明 新居浜市垣生四丁目４－８

〃 岩 崎 靖 新居浜市田の上二丁目１１－４２

愛 媛 県 報平成１９年６月１５日 第１８７０号
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退 任
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�愛媛県告示第１０９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市牛渕上井手土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退

任した旨の届出があった。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任
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�愛媛県告示第１１００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北野田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任
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�愛媛県告示第１１０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 見 和 政 東温市北野田２３０番地

〃 牧 秀 宣 東温市北野田６６３番地

〃 安 井 浩 二 東温市北野田１５２番地

〃 東 倉 又 計 東温市北野田１１１番地１

〃 高 見 隆 雄 東温市北野田１３７番地

〃 野 口 誠 東温市北野田１６２番地１

〃 松 田 宣 武 東温市北野田６３２番地

〃 相 原 捷 東温市北野田６５８番地２

〃 八 塚 長 規 東温市北野田８３８番地

〃 八 塚 利 治 東温市北野田７７８番地

監 事 渡 部 茂 雄 東温市北野田８３４番地

〃 明 賀 英 樹 東温市北野田１１７番地

〃 大 北 英 彦 東温市牛渕１３９４番地２

〃 大 西 茂 徳 東温市牛渕５７３番地

〃 高須賀 明 東温市牛渕１２９６番地

〃 大 北 守 東温市牛渕１４５１番地

〃 井 門 恒 東温市牛渕６６３番地

〃 大 北 正 明 東温市牛渕１５０２番地

〃 大 北 英 明 東温市牛渕１３００番地

〃 大 北 吉 直 東温市牛渕５７４番地

〃 戒 能 久 志 東温市牛渕１４５９番地３

監 事 大 北 平 太 東温市牛渕１５３１番地１

〃 八 木 里 美 東温市牛渕７７３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 西 良 孝 東温市牛渕７６３番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 西 良 孝 東温市牛渕７６３番地１

〃 大 北 英 彦 東温市牛渕１３９４番地２

〃 村 上 正 隆 東温市牛渕１４０１番地

〃 重 見 忠 顕 東温市牛渕６３５番地

〃 大 北 正 明 東温市牛渕１５０２番地

〃 村 上 浩 三 東温市牛渕１４４６番地

〃 大 北 守 紀 東温市牛渕１４０４番地

〃 大 北 英 明 東温市牛渕１３００番地

〃 井 門 孝 徳 東温市牛渕６６５番地

〃 大 北 吉 直 東温市牛渕５７４番地

監 事 高須賀 明 東温市牛渕１２９６番地

〃 八 木 里 美 東温市牛渕７７３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９

〃 山 本 恵 松山市堀江町甲４９６－２

〃 畠 下 久 子 松山市堀江町甲１４７６－３

〃 田 村 健 司 松山市堀江町甲１５２５－３

〃 太 田 衛 松山市堀江町甲１５５４－７

〃 高須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５

〃 新 出 務 松山市堀江町甲１６６０

〃 玉 井 一 清 松山市堀江町甲１７６９－４

〃 芳 本 幸 安 松山市堀江町甲１７８６－１

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６

監 事 高 橋 繁 廣 松山市堀江町甲１７６７

〃 松 下 浩 史 松山市堀江町甲１６０３

〃 河 野 明 夫 松山市堀江町甲８７７

〃 太 田 衛 松山市堀江町甲１５５４－７

〃 高須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５

〃 新 出 務 松山市堀江町甲１６６０

〃 玉 井 一 清 松山市堀江町甲１７６９－４

〃 芳 本 幸 安 松山市堀江町甲１７８６－１

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６

監 事 高 橋 繁 廣 松山市堀江町甲１７６７

〃 松 下 浩 史 松山市堀江町甲１６０３

〃 河 野 明 夫 松山市堀江町甲８７７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 見 和 政 東温市北野田２３０番地

〃 牧 秀 宣 東温市北野田６６３番地

〃 安 井 浩 二 東温市北野田１５２番地

〃 東 倉 又 計 東温市北野田１１１番地１

〃 高 見 隆 雄 東温市北野田１３７番地

〃 野 口 誠 東温市北野田１６２番地１

〃 松 田 宣 武 東温市北野田６３２番地

〃 相 原 英 昭 東温市北野田８３３番地２

〃 八 塚 長 規 東温市北野田８３８番地

〃 八 塚 利 治 東温市北野田７７８番地

監 事 相 原 秀 行 東温市北野田７９４番地

〃 明 賀 英 樹 東温市北野田１１７番地

愛 媛 県 報平成１９年６月１５日 第１８７０号
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法第１８条第１６項の規定により、重信川菖蒲堰土地改良区連合から次

のとおり役員が就任し、及び退任した旨の届出があった。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１１０２号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

大洲市菅田町宇津字神南乙１の１、菅田町菅田字神南丙２０３

の４

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

西予市宇和町田野中１４０９から１４１８まで、１４２４、１４２９、１４４５か

ら１４５１まで、１４５３から１４５５まで

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

喜多郡内子町中川１２０７・１２１３・１２２５の１・１２２６の１・１２２７（以

上５筆について次の図に示す部分に限る。）１２０１、１２０２、１２０３

の１、１２０４、１２０５、１２０６の１、１２０８の１、１２０９、１２１０、１２１９か

ら１２２２まで、１２２４の１から１２２４の３まで、１２３２、１２３３の１から

１２３３の３まで、１２３４の１、１２３４の２、１２３５の１、１２３５の２、１２

３６から１２４０まで

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁並びに関係市役所及び内子町役場に備え置いて縦覧

に供する。）

�愛媛県告示第１１０３号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成１９年６月１５日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 渡 部 宗 清 東温市志津川１２４９番地２

〃 佐 伯 優 東温市北方２７０６番地

〃 橋 本 政 雄 東温市北方２４３１番地１

〃 田 中 康 雄 東温市樋口１１９６番地３

〃 北 下 長 義 東温市北方１２５３番地１

〃 渡 部 慎 吉 東温市北方７５２番地

〃 黒 河 満 樹 東温市樋口６７８番地

〃 和 田 敏 明 東温市志津川７２番地

〃 須 川 辰 司 東温市西岡１５６番地

〃 松 本 康 良 東温市南方６３３番地

監 事 宇和川 直 人 東温市北方８１６番地３

〃 伊 賀 功 東温市西岡２０６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 和 田 隆 夫 東温市樋口８３３番地

〃 大 西 喜 良 東温市西岡４５４番地

〃 大 西 時 男 東温市樋口１１２６番地２

〃 山 内 偉 男 東温市西岡１３６８番地

〃 渡 部 正 信 東温市志津川１２９８番地２

〃 渡 部 健 介 東温市北方１７５３番地

〃 佐 伯 優 東温市北方２７０６番地

〃 寺 阪 亀 義 東温市北方２４５１番地１

〃 松 川 茂 東温市北方３０３５番地７

〃 北 下 長 義 東温市北方１２５３番地１

監 事 高須賀 英 隆 東温市北方８９０番地

〃 佐 伯 清 美 東温市志津川６４５番地
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

庁内ＬＡＮシステム用端末機の借入れ

� 借入物品名及び数量

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出事項

（西条地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

西条市石田２０９

久 米 良 明

西条市広江１１９

丹 下 勝

西条市今在家１８４－２

日 野 清 見
吉 井 吉井漁業協同組合

（松山地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

松山市高浜町六丁目１７８４－７

沖 野 安 夫

松山市高浜町三丁目１５０３甲１６

植 田 萬 吉

松山市高浜町五丁目乙７４－２１４

網 矢 興 三
高 浜 松山市漁業協同組合

松山市高浜町四丁目１５０３－７３

山 崎 玉 樹

松山市高浜町六丁目１７８０

仲 矢 弘 光

松山市高浜町一丁目１４１４

山 崎 孝 一
高 浜 高浜町漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成１９年６月１５日から同年６月２９日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

西条地 方 局 管 内 の 加 入 区 西条地方局産業経済部水産課

松山地 方 局 管 内 の 加 入 区 松山地方局産業経済部水産課

�愛媛県告示第１１０４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１０５号
次のとおり落札者を決定した。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第１１号

平成１９年５月３１日
東温市樋口字横川甲２００番１、甲２００番２

松山市東石井四丁目１３番２０号

寿レジデンス３０５号

奥 村 貴 志

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

インターネットシステム一式の借上
げ

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成１９年５月３０日
日本電子計算機株式会
社
東京都千代田区丸の内
三丁目４番１号

５２７，３９４円
（月額） 一般競争入札 平成１９年４月２０日

愛 媛 県 報平成１９年６月１５日 第１８７０号
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パーソナルコンピュータ１，３０５台（ソフトウェア一式、搬入、

据付、データ移行、調整、保守等一式を含む）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成１９年１０月１日から平成２４年９月３０日まで

� 借入場所

知事が指定する場所

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１８年度及

び平成１９年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格

を有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県企画情報部管理局情報政策課行政情報化係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８７

� 入札書の受領期限

平成１９年７月２７日（金）午前１０時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１９年７月２７日（金）午前１０時

愛媛県庁第一別館７階会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入札書に、

この公告に示した物品を納入できることを証明する書類を添付

して、入札書の受領期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Personal

Computer１，３０５ units

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，２７ July２００７

� For further information，please contact： Administration

Computerization Section， Information Policy Division，

Administrative Subdepartment，Planning and Information

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８７
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公文書の公開の実施状況

平成１８年度における公文書の公開の実施状況の概要を次のとおり

公表する。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 公文書の公開の請求等及び処理の状況

（単位：件）

区 分
請求等の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

公 開 部分公開 非 公 開 処 理 中

公開請求
４６２
（１５）

２５６
（７）

１１６
（２）

４２
（６）

５
（０）

４３
（０）

公開申請
４
（０）

３
（０）

１
（０）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

計
４６６
（１５）

２５９
（７）

１１７
（２）

４２
（６）

５
（０）

４３
（０）

注１ 公開請求とは、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号。以下
「条例」という。）に基づく公開請求をいう。
２ 公開申請とは、条例附則第３項ただし書の規定によりなおその効力を有
するもとのされている愛媛県情報公開要綱（平成５年１０月愛媛県・愛媛県
公営企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委員会・愛媛県人事
委員会・愛媛県監査委員・愛媛県地方労働委員会・愛媛県収用委員会・愛
媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面漁場管理委員会告示第１２５５号。以下
「要綱」という。）に基づく公開申請をいう。
３ （ ）内は、前年度末に処理中であったものの件数であり、いずれも外
数である。

２ 公文書の公開の請求等の実施機関別内訳

（単位：件）
実 施 機 関 公開請求件数 公開申請件数

総 務 部 １５ ０

企 画 情 報 部 ６ ０

知 県 民 環 境 部 ２０ ０

保 健 福 祉 部 ５６ ０

愛 媛 県 報平成１９年６月１５日 第１８７０号
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経 済 労 働 部 １６ ０

農 林 水 産 部 １３ １

事 土 木 部 １２７ ３

出 納 事 務 局 １ ０

小 計 ２５４ ４

議 会 １１

公 営 企 業 管 理 者 ５ ０

教 育 委 員 会 １５０ ０

選 挙 管 理 委 員 会 １３ ０

人 事 委 員 会 ２ ０

監 査 委 員 ２ ０

公 安 委 員 会 １

警 察 本 部 長 ２３

労 働 委 員 会 ０ ０

収 用 委 員 会 １ ０

海区漁業調整委員会 ０ ０

内水面漁場管理委員会 ０ ０

合 計 ４６２ ４

３ 公文書の公開の請求等の主な内容

（単位：件）

請 求 等 の 主 な 内 容 公開請求件数 公開申請件数

労働安全衛生規則に関わる記録 ６５ ０

道路の供用開始図面等 ３４ ０

建築計画概要書 ３２ ０

愛媛県所管の公益法人財産目録 ２４ ０

開発行為許可申請書等 ２３ ０

４ 公文書公開請求者等別の内訳

（単位：件）
公 開 請 求 者 等 の 区 分 公開請求件数 公開申請件数

� 県内に住所を有する者 １８０ ３

� 県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人
その他団体

２３８ １

� 県内の事務所又は事業所に勤務する者 ０ ０

� 県内の学校に在学する者 ０ ０

� �から�までに掲げるもののほか、実施機関が
行う事務又は事業に利害関係を有する個人及び法
人その他団体

４４ ０

５ 不服申立て等の状況

� 不服申立て

実績なし

� 不服申出

実績なし
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個人情報の開示等の実施状況

平成１８年度における個人情報の開示等の実施状況の概要を次のと

おり公表する。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 個人情報取扱事務の登録件数

（単位：件）
実 施 機 関 １８年度末件数

総 務 部 ６４

企 画 情 報 部 ２９

知 県 民 環 境 部 １５３

保 健 福 祉 部 ４６２

経 済 労 働 部 ７８

農 林 水 産 部 ２０４

事 土 木 部 １２９

出 納 事 務 局 ９

小 計 １，１２８

議 会 １１

公 営 企 業 管 理 者 １６

教 育 委 員 会 １７７

選 挙 管 理 委 員 会 １９

人 事 委 員 会 ４

監 査 委 員 ５

公 安 委 員 会
１５６

警 察 本 部 長

労 働 委 員 会 ４

収 用 委 員 会 １１

海区漁業調整委員会 ２

内水面漁場管理委員会 １

合 計 １，５３４

２ 個人情報の開示請求の状況

� 書面による開示請求

（単位：件）

実施機関
請 求 の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

開 示 部分開示 非 開 示 処 理 中

知 事
１９
（０）

１０
（０）

７
（０）

１
（０）

１
（０）

０
（０）

公営企業
管理者

３４
（２）

２５
（１）

９
（１）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

教育委員
会

８
（１）

８
（１）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

収用委員
会

４
（０）

０
（０）

４
（０）

０
（０）

０
（０）

０
（０）

警察本部
長

５ ０ ３ ２ ０ ０

合 計
７０
（３）

４３
（２）

２３
（１）

３
（０）

１
（０）

０
（０）

注１ 他の実施機関については、実績なし。
２ （ ）内は、前年度末に処理中であったものの件数であり、いずれ
も外数である。

� 口頭による開示請求

（単位：件）
実 施 機 関 請求の件数

総 務 部 ２１

知 県 民 環 境 部 ７

事 保 健 福 祉 部 ８２

小 計 １１０

教 育 委 員 会 ７，１８５

人 事 委 員 会 １６０

警 察 本 部 長 １０，７６９

合 計 １８，２２４

注１ 「口頭による開示請求」とは、実施機関があらかじめ定めた個人情
報について、口頭により開示請求できるものであり、請求があった場
合は、原則開示するものである。
２ 他の実施機関については、実績なし。

３ 個人情報の訂正請求の状況

実績なし

４ 個人情報の利用停止請求の状況

実績なし

５ 不服申立ての状況

実績なし

�������
�公 告

愛媛県労働委員会第３８期委員候補者の推薦について

第３７期愛媛県労働委員会委員の任期が平成１９年８月２５日で満了す

るので、労働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「法」という。）

第１９条の１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号。

以下「政令」という。）第２１条第１項の規定により、愛媛県労働委
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員会の労働者委員又は使用者委員の候補者を推薦する資格を有する

労働組合又は使用者団体は、それぞれの次期委員候補者を次により

推薦してください。

平成１９年６月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 推薦者の資格

� 労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合は、

法第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２項の規定

に適合するとの立証を受けている労働組合であり、かつ、愛媛

県の区域内のみに組織を有するものです。

� 使用者委員の候補者について推薦資格を有する使用者団体は、

労働問題を取り扱うことを主な目的としているか、又は業務の

主要な部分としている使用者団体であり、かつ、愛媛県の区域

内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員となる

ことができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員が委員

に任命される場合は、その身分関係を規律する他の法律の規定に

より制約を受けます。

３ 推薦期間

平成１９年６月１８日〔月〕から２８日〔木〕まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成１９年６月２８日〔木〕までに愛媛県経

済労働部管理局労政雇用課へ到着するよう提出してください。

なお、推薦書には、次の書類を添付して下さい。

� 労働組合については、政令第２１条第３項の規定による愛媛県

労働委員会の証明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

キ 所属政党
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別記様式（４関係）

推 薦 書

年 月 日

愛媛県知事 様

所在地

労働組合又は使用者団体の名称

代表者氏名 印

労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号）第２１条第１項

労働者委員

の規定により、愛媛県労働委員会 の候補者として次

使用者委員

の者を推薦します。

氏 名 年齢

所 属 労 働 組 合

又 は 所 属 会 社

及 び そ の 地 位

労働組合法（昭和２４年

法律第１７４号）第１９条の

４第１項該当の有無

��������������������������������������������������������������������������������������������������

注 不要の文字は抹消すること
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公営企業告示

�愛媛県公営企業告示第３号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定によ

り、病院の業務に係る公金の収納の事務を次のとおり委託した。

平成１９年６月１５日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 委託した事務の範囲及び内容

� 愛媛県立中央病院の料金の収納の事務（平日の８時３０分から

８時４０分及び１７時から１９時並びに二次救急当番日の１２時から１３

時及び２３時から翌日２時）

� 愛媛県立今治病院の料金の収納の事務（平日の８時３０分から

９時及び１６時から１７時１５分）

� 愛媛県立三島病院の料金の収納の事務（平日の８時３０分から

９時、１３時から１４時及び１６時から１７時１５分）

� 愛媛県立南宇和病院の料金の収納の事務（平日の８時３０分か

ら９時、１２時から１３時及び１６時から１７時１５分）

� 愛媛県立新居浜病院の料金の収納の事務（平日の８時３０分か

ら９時、１３時から１４時及び１６時から１７時１５分並びに土・日曜日

及び祝日の８時３０分から１７時１５分）

２ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

� 愛媛県立中央病院

株式会社ニチイ学館 東京都千代田区神田駿河台二丁目９番

地

� 愛媛県立今治病院

株式会社ニチイ学館 東京都千代田区神田駿河台二丁目９番

地

� 愛媛県立三島病院

株式会社アイ・エム・ビイ・センター 大阪市北区堂島二丁

目２番２号

� 愛媛県立南宇和病院

株式会社日本医療事務センター松山支社 愛媛県松山市花園

町３番地２１

� 愛媛県立新居浜病院

株式会社アイ・エム・ビイ・センター 大阪市北区堂島二丁

目２番２号

３ 委託期間

平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで
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